
学校法人日本工業大学

平成23年度決算の概要

資金収支計算書 （単位：百万円）

金額 金額

学生生徒等納付金収入 7,312 人件費支出 4,448

手数料収入 92 教育研究経費支出 1,840

寄付金収入 88 管理経費支出 642

補助金収入 1,502 借入金等利息支出 78

資産運用収入 211 借入金等返済支出 536

消費収支計算書（科目別）の概要 資産売却収入 0 施設関係支出 738

収入（帰属収入） 支出（消費支出） 事業収入 90 設備関係支出 279

雑収入 428 資産運用支出 2,058

借入金等収入 6 その他の支出 183

前受金収入 2,373

その他の収入 1,232

資金収入調整勘定 △ 2,730 資金支出調整勘定 △ 155

前年度繰越支払資金 5,523 次年度繰越支払資金 5,480

収入の部合計 16,127 支出の部合計 16,127

10,605 10,647

消費収支計算書 （単位：百万円）

金額 金額

学生生徒等納付金 7,312 人件費 4,341

基本金組入額 手数料 92 教育研究経費 3,147

寄付金 112 管理経費 714

補助金 1,502 借入金等利息 78

■ 資産運用収入 191 資産処分差額 303

資産売却差額 0

事業収入 90 消費支出の部合計 8,583

■ 雑収入 428 当年度消費収支差額 501

帰属収入合計 9,729 前年度繰越消費収支差額 △ 7,838

基本金組入額合計 △ 645 基本金取崩額 0

■ 消費収入の部合計 9,084 翌年度繰越消費収支差額 △ 7,337

6.6%

用語解説
■ 資金収支計算書

■ 消費収支計算書

■ 貸借対照表 貸借対照表（平成24年3月31日現在） （単位：百万円）

金額 金額

固定資産 50,234 固定負債 3,861

消費収支計算書（学校別）の概要 有形固定資産 29,311 長期借入金 2,191

①収入（帰属収入）の内訳 ②支出（消費支出）支出の内訳 土地 4,823 長期未払金 7

建物・構築物 21,393 退職給与引当金 1,662

機器備品（教育研究他） 1,436 流動負債 3,303

図書 1,651 短期借入金 537

建設仮勘定他 8 前受金 2,373

その他の固定資産 20,923 その他 393

特定資産 20,776 負債の部合計 7,164

その他 147 基本金の部合計 56,438

流動資産 6,031 消費収支差額の部合計 △ 7,337

現金預金 5,480 (翌年度繰越消費収支差額)

その他 550

資産の部合計 56,265 56,265

49,101

　貸借対照表の概要について以下の
とおりご説明いたします。
　資産総額は562億6千万円となり、
負債総額は71億6千万円となりまし
た。これにより、純資産（資産総額－
負債総額）は491億円となり、前年度
末(479億5千万円)に比して11億4千
万円の増加となりました。
　基本金は総額で、564億3千万円と
なり、内訳は次のとおりとなりました。
①第1号基本金　　521億5千万円
②第2号基本金　　 24億円
③第3号基本金　　 11億5千万円
④第4号基本金　　   7億3千万円

　消費収支差額は当年度消費収入
超過額5億円が改善され、累計で73
億3千万円の消費支出超過額となり
ました。

資産売却差額

△ 645 百万円
雑 収 入

資産の部

合 計

帰属収入の75％にあたる73億1千万円が、授業料、入学金等の学生生徒等納付金収入です。学生生徒等納付金に次いで比率の高い科目は補助金
収入で帰属収入の16%にあたる15億円です。資産運用収入は帰属収入の2％にあたる1億9千万円です。寄付金収入は現物寄付金を含め１億1千万円
で帰属収入の1％となります。

消費支出は85億8千万円です。内訳としては、人件費は消費支出の部合計の51％にあたる43億4千万円、教育研究費は消費支出の部合計の37％に
あたる31億4千万円、管理経費は消費支出の部合計の8％にあたる7億1千万円、借入金返済等利息は消費支出の部合計1％にあたる7千万円、資産
処分差額は消費支出の部合計3％にあたる3億円となります。

純資産（総資産-負債総額）

神田情報ビジネス
専 門 学 校

98

合 計 8,583

64

9,729

　消費収支計算書の概要については
左記に説明したとおりですが、補足
説明をいたします。
　消費収支計算書は財政の運営・経
営状況を示すもので、法人全体の当
年度消費収支差額は5億円の消費収
入超過となりました。
　法人全体収入となる帰属収入は97
億2千万円。校舎・機器設備等の永
続的な維持の為の資産取得等に充
てた基本金組入額は6億4千万円。基
本金組入額は大型施設設備の処分
があり、大幅に減少しました。このた
め、帰属収入から基本金組入額を差
引いた消費収入は90億8千万円とな
りました。
　消費支出の部合計は85億8千万円
となり、当年度消費収支差額は大型
施設設備処分の影響で5億万円とな
りました。

収　　　　　　入

支　　　　　　出

基本金組入額

1,618

負債の部・基本金の部・消費収支差額の部合計

日 本 工 業 大 学
駒 場 高 等 学 校

日 本 工 業 大 学
駒 場 中 学 校

神田情報ビジネス
専 門 学 校

日 本 工 業 大 学
駒 場 中 学 校

219

9,729 百万円 8,583 百万円

法 人 本 部 14

部門 金額 部門

日 本 工 業 大 学 7,868

負債の部・基本金の部・消費収支差額の部

金額

法 人 本 部 179

日 本 工 業 大 学 6,469

日 本 工 業 大 学
駒 場 高 等 学 校

当該年度の消費収入と消費支出の内容及び収支の均衡を明らかにし、学校法人の経営状況が健全であるかを示すもの。

一定時点（決算日）における資産及び負債、基本金、消費収支差額の内容・有り高を明示し、学校法人の財務状況を明らかにするもの。

基本金組入額合計÷帰属収入

退職金財団交付金、そ
の他の雑収入

（学納金～資金収入調整勘定の合計） （人件費～資金支出調整勘定の合計）

学校法人が教育研究活動を行っていくためには校地、校舎、機器備品、図書などの資産をもち、これを永続的に維持する必要があります。これらの資
産の取得に充てた金額、もしくは充てる予定の金額を基本金に組み入れる仕組みになっています。基本金組入額は6億4千万円で帰属収入の6.6％に
あたります。

当該年度の教育研究活動等の対応するすべての資金の収入・支出の内容を明らかにし、支払資金の収支の顛末を明らかにするもの。消
費収支計算書にはない施設・設備投資額が含まれる。

8,583 百万円

教育研究費

管 理 経 費

　平成23年度の学校法人日本工業大学の決算・財務状況について以下のとおりご報告いたします。
　主な収入源である学生生徒等納付金収入を含む帰属収入合計は９７億２千万円となりました。人件費、教育研究費を含む消費支出合計は８５億８千万円となりました。この
結果、帰属収支差額は１１億４千万円となりました。そこから、基本金組入額（用語解説参照）を差し引くと５億円の収入超過となりました。ただし、収入超過の要因は、例年１０
億円程度の基本金組入額がありますが、平成２３年度は大型施設・設備の処分が４億８千万円ありました影響より、一時的に増加しました。

尚、本学園は法人本部、大学部門（含む専門職大学院）、高校部門、中学部門、専門学校部門と５部門をもっております。上記の帰属収入と消費支出に於けるそれぞれの構
成比率は、下記の消費収支計算書（学校別概要）の円グラフをご参照願います。
　今後とも財務の健全性を維持しつつ、教育研究経費・施設・設備などの環境改善などに重点的配分を行い、教育の質と魅力を一層高めるように努力致します。

授業料、入学金施設設
備拡充費、実験研究費
など
入学検定料、証明手数
料、試験料など

育英寄付金、研究奨励
寄付金など

学 生 生 徒 等
納 付 金

手 数 料

寄 付 金

人 件 費

百万円9,729

1,522

262

受取利息、施設設備利
用料など

百万円501消費収支差額（帰属収入-基本金組入額）-消費支出

百万円
帰属収支差額

（帰属収入-消費支出)
1,146

教員人件費、職員人件
費など

事 業 収 入

補 助 金

資産運用収入

経常費補助金、研究設
備整備費補助金など

有価証券売価収入

受託事業収入、補助活
動収入、公開講座収入
など

　資金収支計算書の概要について以
下のとおりご説明いたします。
【収入】
　当年度決算における収入合計（学
生生徒等納付金から資金収入調整
勘定の計）は106億円で、これに前年
度繰越支払資金55億2千万円を加え
ると、収入の部合計は161億2千万円
となりました。
【支出】
　一方、当年度支出合計の決算額
（人件費から資金支出調整勘定の
計）は106億4千万円で、これを収入
の部合計から差し引くと、次年度繰
越支払資金は54億8千万円となりま
した。
【施設】
大学部門において、11号館太陽光発
電設備工事、中央監視設備工事、省
エネ改修工事等が行われました。

財務の概要（平成２３年度）

借入金等利息

資産処分差額

支出の部収入の部

収入の部 支出の部

教育研究活動に直接支
出される経費、教育環境
の維持費用など
学生生徒等募経費、そ
の他管理部門の経費

借入金返済時の支払利
息

施設、設備等の除却損
など

補助金
1,502
15%

資産運用
収入
191
2%

学生生徒
納付金
7,312
76%

手数料
92
1%

寄付金
112
1%

事業収入
90
1%

雑収入
428
4%

人件費
4,341
50%教育研究

経費
3,147
37%

管理経費
714
8%

借入金等
利息
78
1%

資産処分
差額
303
4%

9,729
百万円

8,583
百万円

大学
7,868
80%

高校
1,522
16%

法人本部
14
0%

中学
262
3%

専門学校
64
1%

9,729
百万円

大学
6,469
75%

高校
1,618
19%

中学
219
3%

法人本部
179
2%

専門学校
98
1%

8,583
百万円
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学校法人日本工業大学

貸借対照表の概要（平成24年3月31日現在）

収入構成はどうなっているかを見る指標 収入構成はどうなっているかを見る指標

■評価　△　　全国平均（H22）　　2.6％ ■評価　△　　全国平均（H22）　　12.4％

　 100周年募金のピーク（H20）を境に減少傾向にあります。 全国平均と比して、良い状況にあります。

主要財務比率
学校法人日本工業大学の消費収支計算書関係、貸借対象表関係の主要指標の5カ年間の推移をグラフでお示しいたします。

各比率の算式は以下の通りです。評価は、日本私立学校振興・共済事業団発行の｢今日の私学財政｣の財務比率を参考にしています。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　

消費収支計算書関係 貸借対照表関係

評価 　 評価

1.人件費比率 人件費÷帰属収入 ▼ 1.消費収支差額構成比率 消費収支差額÷総資金 △

2.教育研究経費比率 教育研究経費÷帰属収入 △ 2.基本金比率 基本金÷基本金要組入額 △

3.管理経費比率 管理経費÷帰属収入 ▼ 3.固定比率 固定資産÷自己資金 ▼

4.学生生徒等納付金比率 学生生徒等納付金÷帰属収入 ～ 4.固定長期適合率 固定資産÷（自己資金＋固定負債） ▼

5.寄付金比率 寄付金÷帰属収入 △ 5.流動比率 流動資産÷流動負債 △

6.補助金比率 補助金÷帰属収入 △ 6.総負債比率 総負債÷総資産 ▼

※評価 △　高い値が良い　　▼　低い値が良い　　～　どちらともいえない ※全国平均：医歯系法人を除く全国平均。（比率の公開はH22年度が最新） 自己資金は充実されているかを見る指標 自己資金は充実されているかを見る指標

■評価　△　　全国平均（H22）　　-9.3％ ■評価　△　　全国平均（H22）　　97.0％

消費収支差額が徐々に改善されてきています。 計画的な借入金償還により、比率は改善されてきております。

収入と支出のバランスがとれているかを見る指標 支出構成は適切であるかを見る指標 長期資金で固定資産が賄われているかを見る指標 長期資金で固定資産が賄われているかを見る指標

■評価 ▼ 全国平均（H22） ■評価 △ 全国平均（H22） ■評価　▼　　全国平均（H22）　　99.8％ ■評価　▼　　全国平均（H22）　　92.1％

全国平均と比して良い状況にあり、収支のバランスがとれていると言えます。 全国平均より良い状況にあり、教育研究の充実が図れていると言えます。 計画的な借入金償還により、比率は改善されてきております。 計画的な借入金償還により、比率は徐々に改善されつつあります。

支出構成は適切であるかを見る指標 収入構成はどうなっているかを見る指標 負債に備える資金が蓄積されているかを見る指標 負債の割合はどうかを見る指標

■評価 ▼ 全国平均（H22） ■評価 ～ 全国平均（H22） ■評価　△　　全国平均（H22）　　236.6％ ■評価　▼　　全国平均（H22）　　12.8％

全国平均と比し良い状況にあります。安定した比率で推移しています。 学納金以外の収入増に力を入れる努力をしていきます。 流動資産以外にもその他の固定資産に積立金があり安定しています。 計画的な借入金償還により、比率は改善されてきております。

負債・基本金・消費収支超過額 　貸借対照表は、年度末時点での学校法人の財産の状態を示していま
す。

　有形固定資産は、土地、建物、機器備品、図書等の永続的に維持す
る必要がある資産です。総資産の52％にあたる、293億1千万円となりま
した。施設設備の取得による増加、減価償却や廃棄等により減少等の
増減を反映しています。
その他の固定資産は、退職給与引当預金や施設設備の再取得用のた
めの積立金等が含まれています。、総資産の37％にあたる、209億2千
万円となりました。

　負債の部は、借入金と前受金が大半を占めています。借入金は施設
設備の拡充等の目的で日本私立学校振興・共済事業団等の公的金融
機関から借入したもので、長期短期合せて22億4千万円の残高がありま
す。これらは償還計画に従い、毎年度定期的に返済しております。（資
金収支計算書の借入金等利息、借入金等返済支出をご参照）

　基本金の部は前年比6億4千万円増の564億3千万円となりました。

資産

財務の概要（平成２３年度）

8.8% 73.4%

比率名 算式 比率名 算式

消費収支計算書関係比率

貸借対照表関係比率

52.9% 30.9%

有形固定
資産
29,311
52%

その他の
固定資産
20,923
37%

流動資産
資産
6,031
11%

56,265
百万円

固定負債
3,861
5%

基本金
56,438
80%

翌年度繰
越消費支
出超過額
-7,337
10%

流動負債
3,303
5%

56,265
百万円

5.流動比率

146.7%

188.0% 182.0% 184.2% 182.6%

0.0%

50.0%

100.0%

150.0%

200.0%

H19 H20 H21 H22 H23

6.総負債比率

18.1%
16.7%

15.3%
13.7% 12.7%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

H19 H20 H21 H22 H23

3.固定比率

110.8%

106.2%
105.2%

103.9%
102.3%

98.0%

100.0%

102.0%

104.0%

106.0%

108.0%

110.0%

112.0%

H19 H20 H21 H22 H23

4.固定長期適合率
96.8%

94.2%
94.8% 95.0% 94.9%

92.0%

93.0%

94.0%

95.0%

96.0%

97.0%

H19 H20 H21 H22 H23
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